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邦訳するにあたって
（1）　ユーリウス・パウルス（lulius　Paulus）
　ユーリウス・パウルスは，ユースティニアーヌスの『学説集』（Diges－
ta）に，その著作から多数の法文が引用され，後世に大きな影響を与え
た，きわめて高名な法学者である。
　パウルスの生没年は不明であるが，2世紀後半から3世紀初期に活躍し
た。彼は，セプティミウス・セウェールス帝とカラカッラ帝の勅許解答権
をもった顧問会メンバーの1人であり，アレクサンデル・セウェールス帝
の下では近衛都督を務めた（もっとも近衛都督については異論もある）。
　彼の著作は，3世紀初頭に書かれたものとされている。とくに有名な著
作は，『法務官告示註解』80巻，『サビーヌス註解』16巻であり，そのほ
か，彼より前の時代の法学者の著作に対する註解もあり，また，公法，財
政，私法や刑法にかんする多くの著作を発表した。彼の柔軟で人道主義的
法解釈は，高く評価された。
　426年に発せられた，東ローマ皇帝テオドシウス2世と西ローマ皇帝ウ
ァレンティニアーヌス3世の勅法（後に引用法と呼ばれた）で，パウルス
の法学説は，パーピニアーヌス，ウルピアーヌス，モデスティーヌス，ガ
ーイウスの法学説（古典期の法曹法をiusと呼んだ）とともに，裁判におい
て適用すべきものとされた。
（2）パウルスの『意見集』（Pauli　Sententiae）
　この書物は，パウルスの名が冠されたもので，5巻よりなる。この書物
からの抜粋は，ユースティニアーヌスの『学説集』（Digesta），『バチカン
断片』（Fragmenta　Vaticana），『モーセ法ローマ法対照』（Collatio　legum
Mosaicamm　et　Romanamm），『古法学者の鑑定意見集』（Consultatio　vete－
ris　cuiusdam　iurisconsulti），『西ゴート・ローマ人法』（Lex　Romana
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Wisigothorum）に付加された抜粋（Epitome）に見られる。
　この書物は，パウルス自身が書いたものではない。300年頃，誰かがパ
ウルスのさまざまな著作から法文を集めて編纂された，いわば選集であ
る。したがって，この書物には古典期以後の法文（パウルスの法文ではな
いもの）が付加されていることに注目しなければならない。コンスタンテ
ィーヌス帝は，この書物の価値を評価し，裁判において完全な権威をもつ
べきものと命じた（327年か328年の勅法）。そして，前述の引用法の勅令で
も法源と認められることになった。
　このように，最初に編纂されたものは，300年頃のものである。この書
物は，前述のように，引用されてきた。E．Levyに従って年代的にみれ
ば，次のようになる。
　第2は，300年と450年の間になされた改ざん。
　第3は，400年と450年になされた改ざん。これはInterpretatio（＝IP）
に関連するものである。
　第4は，506年の西ゴート・ローマ人法。
　第5は，ユースティニアーヌス帝以前に東ローマ帝国でなされた改ざ
ん。
　第6は，533年のユースティニアーヌス帝『学説集』。
　以上と，5世紀中頃のこの書物に対する注釈書（lnterpretatio）は，も
との編纂物がどのように変えられたのか，西ローマ帝国における法の卑属
化がどのようなものかを探究するのに，非常に大切な部分であるというこ
とになる。
（3）われわれの邦訳
　われわれの邦訳は，次のものを原本とした。
　S．Riccobono，」．Baviera，C．Ferrini，V．Arangio－Ruiz，Fontes　iuris
Romani　anteiustiniani　II，Florentiae，1940（1968）．
　1，6b・4までは，E．Levy，Pauli　Sententiae：a　Palingenesia　of　the　Open一
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ing　Titles　as　a　Specimen　of　Research　in　West　Roman　Vulgar　Law，
Ithaca，N．Y．，1945を参照し，各法文にinterpretatioがある場合には，M
Kaser，F．Schwarz，Die　Interpretatio　zu　den　Paulussentenzen，Graz，
1956にもとづき，法文の次に訳出した。また，E．Secke1，B．Kuebler，Iu－
risprudentiae　anteiustinianae　reliquias，6．ed．，Vol．2，Lipsiae19271D。
Liebs，‘Die　pseudopaulinischen　Sentenzen　II　Versuch　einer　neuen　Palin・
genesie，AusfUhrung’，Zeitschrift　der　Savigny－Stiftung　fUr　Rechtsge．
schichte，Romanistische　Abteilung，Bd．113，1996と校合し，法文の配列
が異なる場合は，その旨指示した。そのほか，オランダ語訳（J。E　Spruit，
K．E．M．Bongenaar，Gaius　en　Paulus，Zutphen，1984），スペイン語訳（M．P。
Irigoyen　Troconis，Julio　Paulo，Sentencias　su　hijo，Libro　HI，M6xico，1987－
94），イタリアの出版物（M．Bianchi　Fossati　Vanzetti，Pauli　Sententiae：
testo　e　interpretatio，Padova，1995）も参照した。
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凡例
①表記法
（1）……の部分は，写本に欠落していて読みとれない文字もしくは文章で
あり，十分には復元できなかった部分である。
（2）原注（上段）においては，同じ問題あるいは類似した事例を扱ってい
て，理解の手助けとなる法史料が挙げられている。
（3）〔〕この括弧内に記された部分は，邦訳者による内容理解のための解
釈である。さらに訳注（下段）において通し番号で最小限度の邦訳者の説
明をつけた。
②略語表
Appendix二Appendices　legis　Romanae　Wisigothorum　duae．
Co11．＝Collatio　legum　Mosaicamm　et　Romanarum．
Cons．＝Consultatio　veteris　cuiusdam　iurisconsulti．
Cuiacius，Obeseru．二Iacobi　Cuiacii　Observationum　et　emen（lationum
　libri　XXVIII．
Dig．＝Digesta　Iustiniani．
Fr．Vat．＝Fragmenta　quae　dicuntur　Vaticana．
Gai．＝Gai　institutionum　commentarii　quattuor．
IP＝lnterpretatio　Pauli．
Kr．＝Krueger．
Lex　Rom．Burg．＝Lex　Romana　Burgundionum　sive　forma　et　expositio
　legum　Romanarum、
Lex　Wisigoth．＝Lex　RomanaWisigothorum．
Vlp．＝Tituli　XXVII　ex　corpore　Vlpiani，qui　vulgo　Vlpiano　adhuc
　tribuuntur．
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第1巻
　　　　　　　　　　　　　　［1A］
　　　　（1）1　顧問会員は，在任しているときに，自分の顧問会に訴訟をもち込むこ
とは決して許されないが，他の顧問会にもち込むことは禁じられてい
（2）
ない。
2　被解放自由人の息子と被解放自由人の被解放自由人は，父と解放者の
　　　　（3）　　　　（4）　　　（5）保護者の住所または出生地にしたがう。
　　　　　　　　　　　　　（6）3　寡婦は，夫によって高貴な者とされた妻の例にならって，死亡した夫
の住所を保持する。けれども，寡婦が再婚すれば，住所と出生地も変更さ
（7）
れる。
4　被解放自由人は，その者自身が自らの意思で住所を定めた土地でも自
治市民であり，このことにより保護者の出生地に何の損害も与えない。被
　　　　　　　　　　　　（8）　　　　　　　（9）解放自由人は両方の土地で負担を義務づけられる。
1A§1　Dig．1，22，5と同じ。　§§2－9　Dig。50，1，22と同じ。
（1）顧問会員（consiliarius）皇帝または政務官の顧問会（consilium）の構成員。
多くの場合，法学者，官史，騎士，元老院議員であった。
（2）Liebsでは「顧間会貝にっいて（De　consiliaris）」と題し，1，2となっている。
（3）住所（domidlium）永続的に居住している場所。同時に2つの住所をもつこ
とができるかどうかは議論があった。
（4）　出生地（origo）生まれた場所。その父が同じ都市の市民（municeps）である
という条件で出生地の都市の市民権を取得することができた。生まれた都市と異な
る都市に居住している場合，住所と出生地は異なった。
（5）Liebsでは「自治市民と居留民について（Demunicipibusetincolis）」と題
し，1，3，1となっている。
（6）高貴な者（clarissima　persona）元老院議員に認められた尊称。その妻と子ど
ももその栄誉を享受した。
（7）　Liebsでは1，3，2となっている。
（8）負担（munera）国家に居住する者が，出生したか，居住している国家または
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）5　追放された者は，その間，必然的に流刑地に住所をもつ。
6　元老院議員は，その階層から追われたならば，とくに認められた場合
　　　　　　　　　　　（11）を除き出生地へ戻ることはない。
7　元老院議員とその息子または娘は，生まれた時がいつであれ，そして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）同じく，息子の側の孫，男曾孫，女曾孫も，自治市の尊敬をもちつづける
　　　　　　　　　　　（13）けれども，出生地からは離れる。
8　元老院議員は，移動の自由，すなわち望んだ場所に留まることを認め
　　　　　　　　　　　　　　　（14）られても，ローマに住所をもちつづける。
9　地代を得ている者は，たとえ占有していなくても，財産に含まれる土
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）地に対して課されるすべての税を支払わなくてはならない。
　　（16）10公職と負担は〔何らかの〕順位にしたがって課されるべきではなく，
　　　　　　　　　　　　　　　（17〉より資力のある者に課されるべきである。
11聾者や唖者は，聞いたり話したりすることがまったくできないなら
ば，公職に就くことは免除されるが，負担までも免除されるわけでは
（18）
ない。
　　　　　　　　　　　　　　（19）12都市参事会員でない者は，二人役やその他の公職に就くことはできな
§§10－13Dig．50，2，7と同じ。
都市のために果たさなくてはならない公共奉仕，税，公職就任の義務。
（9〉　Liebsでは1，3，3となっている。
（10）　Liebsでは1，3，4となっている。
（11）　Liebsでは1，3，5となっている。
（12）尊敬（dignitas）公職者や元老院議員が享受する栄誉。
（13）　Liebsでは1，3，6となっている。
（14）Liebsでは1，3，7となっている。
（15）Liebsでは1，3，8となっている。
（16）公職（honor）本来は公職者の権限に付随する名誉と特権を意味した。
（17）Liebsでは「公職と負担について（De　honoribus　et　muneribus）」と題し，1，
4，1となっている。
（18）　Libesでは1，4，2となっている。
（19）二人役（duumviritas）イタリアおよび属州の都市の2名からなる最高公職。
　民会または都市参事会により選出され，同僚制の原則が適用された。
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い。というのは，一般市民は参事会員の職に就くことを禁じられているか
　　（20〉
らである。
13息子が都市参事会員の職〔に就くこと〕に父が同意しないとみなされ
るのは，反対の意思を属州長官の審理の場において，あるいは同じ階層の
者の面前において，あるいは他の何らかの方法によって公に述べた場合に
　　（21）
限られる。
14公職または負担を引き受ける代わりに，それを金銭で評価して支払う
　　　　　　　　　　（22）のは認められるべきではない。
15公職に就く代わりに金銭を〔支払うことを〕約束した者が，それを支
払いはじめたならば，着手された労務は最後までやり遂げられなければな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23〉らないという慣例にしたがって，全額の給付を強制されるべきである。
16息子は意に反して，父に代わって都市の財産が損なわれないことを保
　　　　　　　　　（24）証するように強制されない。
17やむを得ない場合を除き，いかなる者も1度より多く都市の擁護を引
　　　　　　　　　　（25）き受けることを強制されない。
18いかなる特権も，財産あるいは相続財産に課される負担を免除し
（26）
ない。
19首都の穀物供給に際して穀物を計量して分配する団体は〔負担を〕免
　　　　　　　　　　（27）除されるが，属州では異なる。
20とりわけ兵士と自由学芸の教師は，運送のための奉仕と宿舎を提供す
§§14－17Dig．50，4，16と同じ。　§§18－22Dig・50，5，10と同じ。
（20）
（21）
（22）
（23〉
（24）
（25）
（26）
（27）
Liebsでは1，4，3となっている。
Liebsでは1，4，4となっている。
Liebsでは1，4，5となっている。
Liebsでは1，4，6となっている。
Liebsでは1，4，7となっている。
Liebsでは1，4，13となっている。
Liebsでは1，4，8となっている。
Liebsでは1，4，9となっている。
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　　　　　　　（28）る義務を免除される。
21〔貧しさを理由に負担の免除を〕申し立てた後から判断が下るまでに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）資産が増えた者は，貧しさを口実に〔負担を〕免除されることはない。
　　　　　　（30）　　　　　　　　　（31）22都市の擁護者は公職も負担も免除される。
23公の案件の処理につとめた使節に対して，定められた免除期問内に再
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）び同一の案件の処理を委任することはできない。
　　　　　　　（33）　　　　　　　　　　（34）　　　　　　　　　（35）24　元首属州の長官の随員と元老院属州の長官の随員または元首の代官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）の随員は，負担または公職と後見の義務を免除される。
25使節は，その職務を終えるまでは自分のことについて訴訟を提起する
ことができない。もっとも，人格侵害または損害に備える場合は除外さ
（37）
れる。
26　ある者が使節の任務中，すなわち故郷に帰る前に死亡したならば，出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）発する際に使節に与えられた費用は返還されない。
27都市参事会員は，その都市における時価よりも安価に穀物を供給する
§§23－24Dig．50，5，12と同じ。　§§25－26Dig。50，7，11と同じ。
（28）　Liebsでは1，4，10となっている。
（29〉　Liebsでは1，4，11となっている。
（30）都市の擁護者（defensor　rei　publicae）都市が当事者となる裁判で都市の利益
　を弁護する者。
（31〉　Liebsでは1，4，12となっている。
（32）　Liebsでは1，4，14となっている。
（33）元首属州の長官（praeses）元首の支配に服する属州の最高責任者。属州にお
　いて民事・刑事の裁判権を含む権限を行使した。
（34）元老院属州の長官（proconsul）元老院の支配に服する属州の最高責任者。包
括的命令権（imperium）を延長して職務に就いた。属州において民事・刑事の裁
判権を含む権限を行使した。
（35）元首の代官（procurator）元首の私的な財産管理にあたったが，後には属州
　における行政官となった。アウグストゥス（Augustus）が初めて設置した。
（36）　Liebsでは1，4，17となっている。
（37）　Liebsでは1，4，15となっている。
（38）　Liebsでは1，4，16となっている。
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　　　　　　　　　　　（39）ように強制されるべきではない。
28金銭がとくに新しい建造物のために遺贈されたのでない限り，この金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）銭は古い建造物の維持のために用いられるべきである。
29破壊された家屋が所有者によって再建されるようにすることは都市監
（41）　　　　　（42）
督官の職務に属する。
30家屋が公費で再建され，所有者が期日までにその費用に利息をつけて
支払うことを望まなかった場合，都市がその家屋を売却するのは正当で
（43）
ある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）　　　　　　［1　無方式の約束と合意について］
1　和解することが認められていることについて，われわれは無方式の約
束をなすことができる。というのは，無方式の約束にもとづく債権債務関
　　　　　　　　　　　　　　　（45）係はこれによってのみ生じるからである。
2　誠意契約において合意された無方式の約束は，別の無方式の約束によ
って解消される。また，それは抗弁を発生させるけれども，その抗弁は反
　　　　　　　　（46〉抗弁によって排斥される。
　IP　lっのことについて同じ者たちの間で2つの無方式の約束がなされるな
　らば，後の方の約束が有効となる。
§§27－28Dig．50，8，7；1と同じ。　§§29－30Dig．39，2，46と同じ。　1　§2　Cons．
4，4と同じ。
（39）Liebsでは「都市の法について（Deiurereipublicae）」と題し，1，5，1となっ
　ている。
（4D）　Liebsでは1，5，2となっている。
（41）都市監督官（curator　rei　publicae）都市の財政を監督するために元首により
派遣された者。都市の財政について裁判権をもっていたと考えられている。
（42）　Liebsでは1，5，3となっている。
（43）　Liebsでは1，5，4となっている。
（44）Liebsでは「無方式の約束と合意または和解について（De　pactis　et　conventis
veltransactionibus）」と題し，1，7となっている。
（45）Liebsでは1，7，1となっていて（）が付いている。
（46）Liebsでは1，7，2となっている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）3　無方式の約束をしたならば，アクィーリウスの問答契約をそれにつづ
けて行うの力噸例である。けれども，さらにこれに罰金を付加するほうが
より賢明である。なぜなら，いかなる仕方にせよ，無方式の約束が取り消
されたとしても，問答契約にもとづく罰金を請求することができるからで
（48）
ある。
4　法律に反しても，また善良な習俗に反しても，われわれは無方式の約
　　　　　　　　　（49）束をすることはできない。
　IPある者とある者の間で，犯罪を犯したり，あるいは法律または道徳の禁
　じることを行うことについて合意したり，あるいは他人の物について合意す
　る場合，あるいは存命中の者の財産について何らかの約束をする場合，この
　ような無方式の約束は効力をもつことはない。
　　（50）
4a法または勅法または元老院議決に反してなされた無方式の約束は効
　　　　（51）
力をもたない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（52〉　　　　　　（53）5　われわれは係争中のことについて合意することも和解することもで
（54）
きる。
5a判決がなされた後の無方式の約束は，贈与を原因としてなされない
　　　　　　　　（55）限り，効力をもたない。
§3　Dig．2，15，15と同じ。　§4　Cons．4，717，4と同じ。　§4a　Cons．7，5と同じ。
（47）アクィーリウスの問答契約（stipulatio　Aquiliana）前66年の法務官ガーイウ
　ス・アクィーリウス・ガッルス（Gaius　Aquilius　Gallus）の考案した更改のため
　の問答契約。この更改によって無方式の約束は市民法上の債権債務関係となり，ま
　た受領問答契約（acceptilatio）によって消滅させることが可能となる。
（48）　Liebsでは1，7，3となっている。
（49）　Liebsでは1，7，4となっている。
（50）法（ius）ここでは法学者の見解（iuris　prudentia），いわゆる学説法を意味す
　る。
（51）　Liebsでは1，7，5となっている。
（52）合意する（convenire）係争中のことのうち，個別の点について当事者間で同
　意すること。
（53〉和解する（transigere）係争中のこと自体について当事者間で合意すること。
（54）　Liebsでは1，7，6となっている。
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IP判決がなされた後で訴訟当事者であった者の問でなされる無方式の約束
が効力をもっのは，判決によって確定された金額から，勝訴者の側が多少な
りとも放棄をした場合である。
6　嫁資の返還の仕方は無方式の約束によって変更できない。というの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（56）は，公の法は私的な合意によって斥けられることはないからである。
7　いかなる者も刑事訴追において破廉恥な者とされることなく相手方と
　　　　　　　　　　　　　　（57）無方式の約束をすることはできない。
　（58）
［1B］
1　いかなる者も実の尊属を法廷に召喚することはできない。なぜなら，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（59）すべての尊属に対して同じ敬意が払われるべきだからである。
2　恩知らずの被解放自由人とは，保護者に恭順の意を示さなかったり，
保護者の事務の管理や〔保護者の〕子どもの後見人になることを拒否する
　　　　　（60）
者のことである。
§7　Cons。4，7と同じ。　1B§1　Dig。2，4，6と同じ。　§2　Dig．37，14，19と同じ。
（55〉
（56）
（57）
（58）
（59）
（60）
Liebsでは1，7，7となっている。
Liebsでは1，7，8となっている。
Liebsでは1，7，9となっている。
Liebsでは1，6「法廷召喚について（De　in　ius　vocando）」となっている。
Liebsでは1，6，1となっている。
Liebsでは1，6，2となっている。Secke1－Kueblerでは，この後に「［lc］」と
章を改めてThaleaeusin　Schol．Basil．8，1β6から「ところで，同じ章の前の法文に
おいて，パウルスは，元首金庫に反して弁護を行った元首金庫の弁護人に対する罰
をも明らかにしている（’EりαむτΦ醗τ㊥託τλΦとレ吻πρbταむτηgσεレτε陀三α
λ∫α≧　τ4μωρZα〃　6ρεζε乙　6　Hα荻09　κατ～セ　τoう　φ6σκoσ〃ηγ6ρoツ　σ”ソフ7γoρカσα〃τoζ
κατaτoうφZσκoη）」が補充されている。Liebsでは「8　申立について（De　po＄
tulando）」と章を改めて「元首金庫に反して弁護を行った元首金庫の弁護人は
（罰せられる）（Advocatus　fisci，qui　contra　fiscum　patrocinium　praestitit，
（punitur））」となっている。元首金庫（fiscus）は元首個人の財産ではなく，公共
の目的のために元首に委託され，管理される財産で，その収入源は主に元首属州か
らの収益だった。国庫（aerarium　populi　romani）とは区別されたが，後にはこ
れを吸収していった。なお，元首金庫の弁護人（advocatus　fisci〉は法廷の内外で
元首金庫の利益を守るための役目を果たした。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61）［2　委託事務管理人と訴訟代理人について］
1　訴訟を提起することを禁じられているすべての破廉恥な者は，相手方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（62）が望んでいる場合でも訴訟代理人になることはできない。
　IP破廉恥な者とは，何らかの過失によって破廉恥の汚点をっけられた者の
　ことである。そして，それゆえに，このような者は，たとえ相手方が同意し
　たとしても，訴訟を行う目的で委任をしたり，他人のために委任を引き受け
　たりすることはできない。
2　女性が自分のための訴訟代理人の職務を引き受けることは禁じられて
　（63）
いない。
IP女性は委託事務管理人の職務を引き受けることを禁じられているが，自
分のための委託事務管理人となるならば，まさに自分の利益のためにするも
のとして訴訟を提起することができる。
3　自分のための訴訟代理人または自分のための委託事務管理人となるこ
とができるのは，他のあらゆる者の名義において訴訟を行うことができる
　　（64）
者である。
　IP破廉恥な者は他人のことについて委託事務管理人となることも，自分の
　利益のために訴訟を行うような自分のための委託事務管理人となることもで
　きない。
4　判決債務履行請求権は，本入を相手どっても，あるいは本人のためだ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（65）けでなく相続人のためにも，また相続人を相手どっても付与される。
　IP判決債務履行にかんする訴権は，訴権を提起した原告自身に認められる
　だけでなく，同様に，その相続人にも付与される。すなわち，敗訴者の相続
　人も，やはり勝訴者の相続人によって判決債務の弁済に拘束される。
（61）
（62）
（63）
（64）
（65）
Liebsでは1，9「訴訟代理人について（De　cognitoribus）」となっている。
Liebsでは1，9，1となっている。
Liebsでは1，9，2となっている。
Liebsでは1，9，3となっている。
Liebsでは1，9，5となっている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（66）　　　　　　［3　委託事務管理人について］
　　　　　　　　　　　（67）1　委託事務の管理は，面前で，単に口頭によって，書面によって，使者
　　　　　　　　　　　　　　　　　（68〉によって，属州長官や自治市の公職者の登録簿によって委託することがで
（69）
きる。
2　委託事務管理人は訴訟について，あるいは事務全体について，あるい
は事務の一部について，あるいは管理されるべき財産について与えら
（70）
れる。
IP委託事務管理人は自分に委ねられたことが明らかに確定していることだ
けを行うことができる。
3　他人の事務を自発的に引き受けた委託事務管理人は，本人が追認する
　　　　　　　　　　　（71）ように保証しなければならない。
4　自分の名義で訴えられる者は，対物訴訟が行われるときには，訴訟お
よび客体占有の担保人に代わって，あるいは判決債務が履行されるため
に，相手方に対して担保の設定を強制される…・……・・…対人訴訟が行われ
るときには・……・・…………………対物…・・……・訴訟および客体占有の担保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（72）人に代わって……
3　§3　Con＆3，6と同じ。　§4　Fr．Vat．336と同じ。
（66）　Liebsでは1，10となっている。
（67〉Seckel－Kueblerでは「不在で（et　absenti）」が補充されている。
（68）　登録簿（acta）官吏の面前で行われた私人間の意思表示について官吏によっ
て作成された記録。
（69）Liebsでは1，10，1となっている。
（70）　Liebsでは1，10，2となっている。
（71）Liebsでは1，10，3となっている。
（72）Liebsでは1，10，4となっている。Seckel－KueblerとLiebsは「（自分の名義で
訴えられる者は，対物訴訟が行われるときには，訴訟および客体占有の担保人に代
わって，あるいは判決債務が履行されるために，相手方に対して担保の設定を強制
される）。ところが，　（対人訴訟が行われるときには），少なくとも特定の場合に，
判決債務が履行されるために担保を設定する。他人の名義で（対物）訴訟により訴
えられる者は，（訴訟及び客体占有の担保人に代わって），あるいは判決債務が履行
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5　原告の委託事務管理人は，不在者を防御するだけでなく，本人が訴訟
　　　　　　　　　　　　　　　　（73）を追認するように担保の設定を強制される。
6　委託事務管理人は……………前1こ・……………・・一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・訴訟
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（74）を引き受ける……………一
7　原告の委託事務管理人は，被告が望む場合には，本人が訴訟を追認す
るように担保の設定を強制されるべきである。なぜなら，いかなる者も担
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（75）保の設定をしないで他人の訴訟を引き受けることはできないからである。
8　不在者の委託事務管理人は，担保を設定するのでなければ，不在者の
　　　　　　　　　　　　　（76）名義で訴権を付与されることはない。
　　　　　　　　　（77）9　原告の委託事務管理人は，自分のために委任されたのでないならば，
訴訟において委託事務管理人が支出した費用について，本人にその支払い
　　　　　　　　　　　　　（78）能力がない場合，判決にもとづいて満足が得られるように望むことがで
（79）
きる。
§5　Cons．3，7；FLVat．336と同じ。　§6　Fr．Vat．337と同じ。　§§7－8　Cons．
3，8，9と同じ。　§9　Dig．3，3，30と同じ。
　されるために担保を設定することになる（Cum　quo　agitur　suo　nomine，si　in　rem
atio，pro　praede　litis　et　vindiciarum　adversario　satis　dare　cogitur　aut　iudicatum
solvi　l　quod　si　in　personam　sit　actio，dumtaxat　ex　certis　causis　iudicatum　solvi
satisdat。Alieno　nomine　qui　convenitur　in　rem　pro　praede　litis　et　vindiciarum
cavevitautiudicatumsolvi，quiinpersonam，iudicatumsolvi，satisdabit）」と補
充されている。Gai．4，89を参照。
（73）　Liebsでは1，10，5となっている。
（74）　Liebsでは1，10，6となっている。
（75）　Liebsでは1，10，7となっている。
（76）　Liebsでは1，10，8となっている。
（77）Liebsでは「委託事務管理人（procurator）」が「訴訟代理人（cognitor）」に
　なっている。
（78）Seckel－Kueblerでは「判決にもとづいて（ex　iudicatione）」が「判決債務に
かんする訴権にもとづいて（ex　iudicati　actione）」になっている。
（79）　Liebsでは1，9，4となっている。
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10不在の被告は，不在の理由を委託事務管理人を通じて提出することが
　（80）
できる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（81）　　　　　　　　［4　事務管理について］
1　他人の事務を管理する者は，管理される者の事務を誠実に，かつ注意
　　　　　　　　　　　（82）深く取り扱わなくてはならない。
2　後見人は，後見が終了した後に管理しつづけるならば，事務管理訴権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（83）で未成熟者またはその保佐人に拘束されることになる。
　IP後見人は，後見が終了したとき，すなわち未成熟者が成熟年齢に達した
　ときに，引きつづき自分が管理したいと望んだならば，行われた事務につい
　て未成熟者またはその保佐人に対して後見ではなく事務管理の収支を報告す
　るように強制されるべきである。
2a争点決定の時点で，未成熟者が後見人の助成を欠いたまま事務を行
った場合，訴訟の原因となっている取引から利益を得たかどうかが問われ
　　　　　　（84）
るのが慣例である。
3　ある者が金銭上の事務を行ったならば，〔事務を行った〕全期間の利
息も給付するように，また，貸し付けた相手が訴訟のときに支払い能力が
なければ，貸し付けた相手の債務を負担するように強制される。なぜな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（85）ら，このことは誠意訴訟で遵守されるのがふさわしいからである。
　IP他人の金銭を管理する者は，その利息を返還するように強制されなくて
　はならない。また，万一，この金銭自体から適切ではない者に貸し付けをし
　たならば，支払い能力がない者自身に代わって，このような貸し付けをした
§10Dig．3，3，71と同じ。
同じ。
4　§2a　Dig．2，5，36pr．と同じ。　　§3　Dig．3，5，36，1と
（80〉
（81）
（82）
（83）
（84）
（85）
Liebsでは1，10，9となっている。
Liebsでは1，11となっている。
Liebsでは1，11，1となっている。
Liebsでは1，11，2となっている。
Liebsでは1，11，3となっている。
Liebsでは1，11，4となっている。
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　者自身が損害を負担することになる。
4　母が自分の息子の財産を管理するならば，事務管理訴権で息子自身に
　　　　　　　　　　　　　　　　（86）も，その後見人にも拘束されることになる。
　IP母が息子の財産を維持することにかかわったならば，息子自身に対して
　も，その後見人に対しても事務管理訴権で収支を報告するように強制され
　る。
5　家子または奴隷がある者の事務を管理するならば，訴権が父または主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（87）人を相手どって特有財産を限度に付与されることになる。
　IP家子または奴隷が家父または主人の命令なしに他人の事務を管理し，こ
　れによって責任を負うことが明らかであるならば，家父または主人は，家子
　または奴隷の特有財産で支払える限度で損害を引き受けることになる。
6　父または主人が家子または奴隷に他人の事務の管理を任せたならば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（88）父または主人は全額にっいて拘束されることになる。
7　父が家父権免除した息子に何らの留保もつけずに自ら贈与した財産を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（89）管理したならば，父は息子に事務管理訴権で拘束されることになる。
　IP家父権免除した息子に何らの留保もつけずに贈与した物を，父がなお管
　理したならば，父は自分の息子の財産を管理したことについて事務管理訴権
　で息子に拘束されることになる。
8　後見人または保佐人ではないのに，後見人または保佐人として未成熟
者または成熟に達した〔25歳未満の〕者の財産を管理した者は，後見人ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（90）たは保佐人として事務管理訴権で拘束されることになる。
9　事務管理訴権は，この訴訟で争うことに利害関係のある者に付与さ
（91）
れる。
§7　Dig．3，5，36，2と同じ。　§§9－10Dig．3，5，46と同じ。
（86）
（87）
（88）
（89）
（90）
（91）
Liebsでは1，11，5となっている。
Liebsでは1，11，6となっている。
Liebsでは1，11，7となっている。
Liebsでは1，11，8となっている。
Liebsでは1，11，9となっている。
Liebsでは1，11，10となっている。
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10ある者が直接訴権で訴えるか訴えられるか，あるいは準訴権で訴える
か訴えられるかは重要ではない。といのは，方式書の作成が遵守されない
特別審理手続では，とくにいずれの訴権も同じ効力をもち，同じ効果をも
　　　　　　　　　　　　　　　　（92）つ場合には，その区別は必要ないからである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（93）　　　　　　　　［5　濫訴する者について］
1濫訴する者とは，故意にある者を欺こうとして訴訟を行う者のことで
（94）
ある。
　　　　（95）　　　　　　　（96）2　私の訴訟においても公の訴訟においても，濫訴する者はすべて特別審
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（97）理手続で違法行為の性質にしたがって罰せられる。
IP官吏または私人の審判人の面前で濫訴について責を負った者は，都市参
事会の判断を待つまでもなく，事情に応じて処罰される。
　　　　　　　　　　（98）［6A逃亡奴隷について］
1　逃亡奴隷捕獲人から購入した奴隷は，10年間は前の主人の意思に反し
　　　　　　　　　（99）て解放することができない。
2　最も誉れある階層の決定〔元老院決議〕に反して，逃亡中の逃亡奴隷
を購入することも売却することも許されていない。そうしたならば，いず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（100）れの者に対しても50万セーステルティウスの罰金が科される。
5　§1　Con＆6，20と同じ。　§2　Cons．6，211Dig．48，16，3と同じ。
（92）　Liebsでは1，11，11となっている。
（93）　Liebsでは1，12となっている。
（94）　Liebsでは1，12，1となっている。
（95）私の訴訟（iudicia　privata）個人の私的な利益を保護する訴訟。古典期におい
ては，私的な事件について私人の審判人の判断に委ねられる訴訟のことであった。
（96）公の訴訟（iudicia　publica）アウグストゥスの訴訟改革以後，次第に刑事的な
裁判を意味するようになった。
（97）　Liebsでは1，12，2となっている。
（98）　Liebsでは1，13となっている。
（99）　Liebsでは1，13，1となっている。
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3　港湾監視員および宿駅員が捕捉された逃亡奴隷を拘束するのは正当で
（101）
ある。
4　自治市の公職者が捕捉された逃亡奴隷を元首属州の長官または元老院
　　　　　　　　　　　　　　　　（102）属州の長官の管轄下に移すのは正当である。
5　逃亡奴隷は，元首金庫に属する土地においても探索して捕らえること
　　（103）
ができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（104）6　逃亡奴隷は，主人がそれを認知しない場合，夜警長官の職権によって
　　　（105）売却される。
7　売却から3年以内に認知された逃亡奴隷の買主は，代金を元首金庫か
　　　　　　　　（106）ら回収することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（107）　　　　　　［6B訴えられた被告人について］
1a訴えていた犯罪の和解について相手方と話し合った者は，訴追を放
　　　　　　（108）
棄したことになる。
1b訴追の意思を放棄した者は，自らすすんで訴追を放棄したことに
（109）
なる。
1c属州長官によって定められた訴追期間内で自分の被告人に対する手
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（110）続を完了しなかった者は，〔訴追を〕放棄したものとみなされる。
6A　§§3－4　Dig．11，4，4と同じ。　6B§§1a－1eDig．48，16，6と同じ。
（100）　Liebsでは1，13，2となっている。
（101）　Liebsでは1，13，3となっている。
（102）　Liebsでは1，13，4となっている。
（103）　Liebsでは1，13，5となっている。
（104）夜警長官（praefectus　vigilum）首都ローマの治安維持を担当し，主として放
火や窃盗などの刑事事件にっいて裁判権をもった。
（105）Liebsでは1，13，6となっている。
（106）　Liebsでは1，13，7となっている。
（107）　Liebsでは1，14となっている。
（108）　Liebsでは1，14，1となっている。
（109）　Liebsでは1，14，2となっている。
（110）　Liebsでは1，14，3となっている。
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1d書面によって犯罪〔の事実を〕知らせる情報提供者は，その書面に
　　　　　　　　　　　　（111〉よって証言するように命じられる。
1e他人を詐害する目的で文書または証言または他の何かを収集し，あ
るいは作成し，あるいは法廷に提出したと認められる者は，濫訴を理由に
　　　（112）
処罰される。
1　ある者が無罪とされた罪について，〔その者を〕訴追した者が再び訴
　　　　　　　　（113〉
追することはできない。
2　訴追人の息子が，父が訴えた犯罪を，被告人が無罪とされた後で追求
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（114）しようと望んだならば，その訴追は認められるべきではない。
3　ある者が放棄したか，敗訴したために再び訴追することが認められて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（115〉いない犯罪について第三者が訴追することは禁じられていない。
4　自分自身の訴訟を防御するために何らかのことを元首金庫〔の役人〕
　　　　　　　　　　　（116）に報告する者は告発人ではない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（117）　　　　　　　［7　原状回復命令について］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（118）1　原状回復とは，物または状態を元に戻す手続である。
2　法務官は，原状回復命令を次のような事情，すなわち脅迫，悪意，身
分の変更，正当な錯誤，やむを得ない不在，年齢からくる弱さによって生
　　　　　　　　　　　　　　　　（119）じたと認められる事情にもとづいて下した。
§4　Dig．49，14，44と同じ。　7　§2　Dig．4，1，2と部分的に同じ。
?????Liebsでは1，14，4となっている。
Liebsでは1，14，5となっている。
Liebsでは1，14，6となっている。
Liebsでは1，14，7となっている。
Liebsでは1，14，8となっている。
Liebsでは1，14，9となっている。
Liebsでは1，15となっている。
Liebsでは1，15，1となっている。
Liebsでは1，15，2となっている。
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　IP失われてしまった物または状態が，いかなる方法であれ，元の状態に戻
　される，あるいは誰かある者から奪われた物が返却される場合，それは原状
　回復と言われる。かつて法務官によってなされていたことは今では都市の裁
　判官によって行われるべきである。ある者に対する恐れから強要された者，
　あるいは詐害や錯誤によって欺かれた者，あるいは捕虜や，あらゆる不当な
　強制により自分の資産または生来自由人の地位を失ってしまったと認められ
　る者，これらの者たちの状態または物が原状に回復される。あるいは，ある
　者が遠く外国に滞在するために不在であるならば〔原状回復がなされる〕。
　また，25歳未満者の損失になるように行われたことを元に戻すために〔原状
　回復がなされる〕。
3　原状回復は1度しか認められるべきではない。したがって，それは事
　　　　　　　　　　　（120）情を審理した上で認められる。
　IP審判人は，事情を審理した上で，ただ1度だけ物または状態を原状に回
　復させる命令を下すことができる。
4　原状回復命令の対象となるのは，あるいは物，あるいは人である。物
に対する手続では，訴えられている物それ自体を取り戻すことができる。
人に対しては，あるいは1年以内であれば4倍額の罰金を，あるいは1年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（121）を過ぎているのであれば1倍額の罰金を追求することができる。
　IP物の返還または状態の解消について原状回復の利益が求められる場合，
　常に，あるいは物に対して，あるいは人に対して訴訟が提起されなければな
　らない。すなわち，奪い取られたと訴えられている物自体が取り戻される。
　また，対人訴訟が提起されるならば，物を取られたと訴えられている物自体
　が取り戻される。また，対人訴訟が提起されるならば，物を不当な仕方で入
　手したと有責判決を受けた者は，奪い取った物の4倍額を，あるいは1年を
　過ぎているのであれば，その1倍額を返還しなければならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（122）5　ある者が，追剥や敵や群衆の暴力から逃れるため，ある物を〔第三者
に〕握取行為で譲渡したり，諾約した場合，そのことは強迫にはあたらな
い。なぜなら，その者は強迫を遠ざけるために〔第三者に〕報酬を与えた
（120）　Liebsでは1，15，3となっている。
（121）Liebsでは「暴力または悪意について（De　vi　aut　metu）」と題し，1，16，1とな
っている。
（122）第三者　ある者を保護し，報酬として物を受け取る者。
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　　　（123）
からである。
　IP敵や群衆の暴動や追剥の襲撃から逃れるために，その回避の報酬とし
　て，ある物を諾約し，あるいは与えた者は誰であれ，その物を強迫で与えた
　と主張することも，与えた物の返還を要求することもできない。
6　強迫により握取行為で譲渡された奴隷が取得したり要約したものはい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1払）かなるものであれ，暴力を受けた者のために取得される。
　IP主人が暴力を受けて，強迫によって奴隷を与え，その奴隷が与えられた
　者のもとで，何かを無方式の約束によって取得し，暴力を受けた主人がその
　奴隷自身を取り戻したならば，奴隷が取得したものはすべて主人のものとな
　る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（125）7　暴力とは，斥けることのできない，より強い攻撃である。
8　ある物を自分に握取行為で譲渡させるか諾約させるために，ある者を
家の中に閉じ込めた者は，無理強いをして財産を譲渡させたとみなさ
（1脆）
れる。
　IPある者を自分の家に閉じ込めている者が，その者に強いて，いかなる文
　書を書かせたとしても，それは有効とはならない。
9　ある物を自分に引渡させるか売却するために，ある者を鉄の鎖で拘束
　　　　　　　　　　　　　　　　　（捌）した者は，暴力を行使したものとみなされる。
10ある物をある者から奪い取るために，その者を牢へ押し込めた場合，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（128）この事情によりなされたことは，いかなることであれ無効である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（129）　　　　　　　　　　［8　悪意について］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（130）1　悪意とは，あることを行ったのに，別のことを装う場合である。
§7　Dig．4，2，2と同じ。　§10Dig．4，2，22と同じ。
????Liebsでは1，16，2となっている。
Liebsでは1，16，3となっている。
Liebsでは1，16，4となっている。
Liebsでは1，16，5となっている。
Liebsでは1，16，6となっている。
Liebsでは1，16，7となっている。
Liebsでは1，17となっている。
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2　物をある者に移転させるために悪意または強迫を用いた者は，いずれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（131）も暴力と悪意にかんする訴権で拘束されることになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（132）　　　　　　　　［9　25歳未満者について］
1　25歳未満者が国家による懲罰にかかわるような何か破廉恥な行為を犯
したならば，25歳未満者であることを理由に原状回復を受けることはでき
（133）
ない。
　IP25歳未満者は，相当に重大な罪を犯したならば，25歳未満者であること
　を理由に弁明することはできない。
2　25歳未満者に自分の事務を行うように委任した者は，その25歳未満者
が自らの自由意思でその事務にかかわったのでなければ，25歳未満者であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1訓）ることを理由に原状回復を受けることはできない。
　IP25歳以上の者は，25歳未満者に自分の事務を行うように委任したなら
　ば，おそらくは25歳未満者が委任なしに任意で自ら他人の問題にかかわった
　のでなければ，受任者が25歳未満者であることを理由に原状回復を受けるこ
　とはできない。
3　25歳に満たないときに行ったことを，25歳以上になってから，無方式
の約束で，あるいは黙示によって追認したならば，それにもかかわらず，
　　　　　　　　　　　　　（135）なお原状回復を望んでも無駄である。
　IPある者が25歳に満たない年齢で行ったことを，25歳となってから，すな
　わち28年が満了するまでに黙して何らの主張もせず，取り消しを望まなかっ
　たならば，このようなことについて原状回復を請求することはできない。
4　25歳未満者が25歳未満者の相続人となったならば，〔被相続人である〕
9　§2　Dig．4，4，24pr．と同じ。
（130）
（131）
（132）
（133）
（134）
（135）
Liebsでは1，17，1となっている。
Liebsでは1，17，2となっている。
Liebsでは1，18となっている。
Liebsでは1，18，1となっている。
Liebsでは1，18，2となっている。
Liebsでは1，18，3となっている。
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死者の年齢を理由としてではなく，相続人となった者自身の年齢を理由と
　　　　　　　　　　　　　　　　（136）して〔原状回復を〕請求することができる。
　IP25歳未満者が25歳未満者を相続したならば，相続人となった者は，　〔被
　相続人である〕死者の年齢を理由としてではなく，相続人自身の年齢を理由
　として訴えを提起することができる。これは，〔被相続人である〕死者が18
　歳で，これを相続する者が20歳であるならば，相続する者自身の年齢から期
　間が計算されるということである。
4a25歳未満者が25歳未満の家子に金銭を貸したならば，受領した者が争
点決定の時点で，それによって利益を得ていることが明らかでない場合に
　　　　　　　　　　　　　　（137）は，〔金銭を〕消費する者の主張が優る。
4b25歳未満者同士が審判人の仲裁に合意し，後見人の助成を得て要約
したならば，このような債権債務関係に反して原状回復を要求することは
　　　（138）
正当である。
5　25歳未満者が信命したか，あるいは信約したか，あるいは誓約した
か，あるいは委任したことについて原状回復を受けたとしても，主たる債
　　　　　　　　　　（139）務者は〔責任を〕免れない。
　IP25歳未満者が25歳以上の者に保証したならば，25歳未満者自身を拘束す
　ることはできないけれども，保証を受けた25歳以上の者は拘束される。
5a25歳未満者が女奴隷を売った。買主がその女奴隷を解放したならば，
そのために原状回復を受けることはできないけれども，25歳未満者は買主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1如）を相手どって，その損害の範囲内で訴権をもつことになる。
5b25歳未満の女性が嫁資にかんする無方式の約束でより劣悪な状態に
置かれ，25歳以上の女性であれば決して取り結ぶことのないような無方式
§§4a－4bDig．4，4，34と同じ。　§5　Dig．4，4，48pr．と同じ。　§§5a－5b　Di魯4，4，
48，112と同じ。
（136）
（137）
（138）
（139）
（140）
Liebsでは1，18，4となっている。
Liebsでは1，18，5となっている。
Liebsでは1，18，6となっている。
Liebsでは1，18，7となっている。
Liebsでは1，18，8となっている。
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の約束をし，しかもそれゆえにその撤回を望むならば，それは認められる
　　　（141）
べきである。
6　25歳未満者であることを知りながら，この者のために債務を負った者
は，熟慮の上でこれをなしたのであれば，25歳未満者は救済されるけれど
　　　　　　　　　　　　（1覗）も，その者自身は救済されない。
　IP25歳未満者の年齢を理由に自分の信命を将来無効にしようと目論んで，
　25歳未満者であることを知りながら信命人として保証をした場合，25歳未満
　者は年齢の恩恵を受けて〔債務を〕免れる。けれども，このような根拠を援
　用した信命人は債務を支払うように拘束される。
7　買主から原状回復を受けた25歳未満者は，代金を返還すれば土地を取
り戻すことができる。しかし，果実は，利息を相殺するときに買主の側に
　　　　　　（1賂）
あるとされている。
　IP25歳未満者が原状回復により代金を買主に返還して，売却した土地を取
　り戻したならば，買主が得た果実を取り戻すことはできない。けれども，果
　実の相当額を利息の相殺に加えるように命じられる。
8　25歳未満者は，父が担保とした質物と信託のために供与した物が債権
者により相当額で売却されなかったのであれば，その売却について原状回
　　　　　　　　　（1必）復を受けることができる。
　IP25歳未満者は，その父が質入れしたか，あるいは信託のために供与した
　物が債権者により相当額よりも低い価格で売却されたことを証明したなら
　ば，債務を弁済してから，自分の物を取り戻すために原状回復の救済を受け
　ることができる。
　　　　　　　　　　　　　　　（145）　　　　　　　　　　　　　　［9A］
公務で出かけようとする者が自分を守ってくれる委託事務管理人を残し
9A　Dig．4，6，39と同じ。
（141）　Liebsでは1，18，9となっている。
（142）　Liebsでは1，18，10となっている。
（143）　Liebsでは1，18，11となっている。
（1必）　Liebsでは1，18，12となっている。
（145）Liebsでは「19いかなる場合に25歳以上の者は原状回復を受けるのか
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ていたならば，たとえ委託事務管理人が原状回復を望んだとしても，それ
は認められない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1菊）　　　　　［10　より多く請求することについて］
　われわれは，あるいは場所において，あるいは額において，あるいは時
において，あるいは品質において，より多く請求することによって敗訴す
る。すなわち，訴える者は，場所においては他の場所で，額においてはよ
り多くを，時においては期日到来前に，品質においては同一の種類のなか
でより良い物を請求することによって〔敗訴する〕。
　IP何らかの委託物や消費貸借物が決めたのとは別の場所で与えられること
　を請求したり，与えたよりも多くが返還されることを要求したり，約束した
　返還期日をそれよりも前に変更することを請求したり，与えた物よりも良い
　物を請求したりする者は，いかなる者であれ，敗訴する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（147）　　　　　　　　［11　担保設定について］
1　遺産が請求されるときに常に担保の設定が要求されるのは正当であ
る。そこで，〔遺産占有者から〕担保の設定がなされなければ，遺産は請
求者に移転する。請求者が担保の設定をしようとしないならば，占有者の
もとに占有は留まることになる。なぜなら，同じ条件のもとであれば占有
　　　　　　　　　（1娼）者が優先するからである。
　IP死者の意思により，あるいは遺言の条件により遺産を占有している者が
　いかなる者であれ，その遺産を他人が自分に属するものであると訴えたなら
　ば，請求する者が遺産に含まれるすべての物が訴訟終了までに殿損されるこ
10Cons．5，4と同じ。Gai．4，53を参照。
　（Quibus　ex　causis　maiores　in　integrum　restituuntur）」となっている。
（146）Seckel－KueblerとLiebsでは「より多く請求することによって敗訴する者に
ついて（Deeo，quicausacaditpluspetendo）」となっていて，Liebsでは1，20と
なっている。
（147）　Liebsでは1，21となっている。
（1娼）　Liebsでは1，21，1となっている。
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　とのないように約束する担保を設定することを遺産占有者に要求するのは正
　当である。そして，このような要求を受けた遺産占有者が，このような仕方
　で担保を設定しようとしなかったならば，請求者の側から信命人が立てられ
　た場合，遺産に含まれる物は請求者に移転する。これに対して，請求者が担
　保人を立てなかったならば，訴訟終了まで遺産占有者のもとに占有は留まる
　ことになる。
2　用益権者もまた，用益権の利用にかんして，家父自身が使用したのと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1弱）同様に使用することについて担保を設定しなくてはならない。
　IP用益権者は所有権者自身であれば注意深く使用できたのと同様に，自分
　は自分の用益権を行使することについて，所有者に対して担保人を立てるよ
　うに強制される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1印）　　　　　　　［12すべての訴訟について］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（151）1偽造された勅答を用いた者は，偽造にかんするコルネーリウス法によ
　　　　　（152）
って罰せられる。
　IP偽造された元首の勅答を自分の訴訟で提出した者は，偽造者として罰せ
　られる。
2　（3）偽造されたものであることを知らずにそれを用いた者は，偽造の
　　　　（153）
罰を受けない。
3　（4）奴隷も被解放自由人も主人または保護者のことについて尋問され
　　　　（1図）
ることはない。
（149）　Liebsでは1，21，2となっている。
（150）　Liebsでは1，22となっている。
（151）偽造にかんするコルネーリウス法（1ex　Comelia　de　falsis）前81年にスッラ
　（Sulla）によって制定された遺言にかんするコルネーリウス法（1ex　Comelia　tes－
tamentaria）または貨幣にかんするコルネーリウス法（lex　Comelia　nummaria）。
（152）Liebsでは1，22，1となっていて，Secke1－Kueblerでは，この後に「［2　他人
の女奴隷を堕落させた者は別の女奴隷を与えるように強制されるべきである（ls
quiancHlamcorruperit　alienam，aliamreformarecogendusest）］」が補充されて
いる。
（153）　Seckel－Kueblerでは1，12，3，Liebsでは1，22，2となっている。
（154）Seckel－Kueblerでは1，12，4，Liebsでは1，22，4となっている。
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5　（5）妊婦は出産の後でなければ拷問にかけられることはないし，また
　　　　　　　　　　　　（155）有罪の判決を下されることもない。
5　（6）虚偽の申立によって元首から勅答をだましとった者は，それを用
　　　　　　　　　　（156）
いることを禁じられている。
6　（7）自分の安全について絶望した者が他人の安全を危険に陥れること
のないように，自ら罪を認めた者は，それ以上拷問にかけられることは
（157）
ない。
7　訴追人がいないにもかかわらず拘禁された者については，何らかの嫌
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工58）疑がかけられているのでないかぎり，尋問が行われるべきではない。
8　より重要ではない訴訟によって，より重要な訴訟のために先決がなさ
れるのは適切ではない。なぜなら，より重要な訴訟は，より重要ではない
　　　　　　　　　　　（159）訴訟に影響されるからである。
9　姦通にかんする刑事訴追においては，関係者を召喚するため，あるい
は審判人が手続上の必要に迫られ，事情を審理した上で，これを許したの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（130）でなければ，訴訟の延期は認められるべきではない。
［13A判決債務について］
1aある者のために公職者の面前で保証した者は，その者を提示するよ
うに強制される。また，ある者を提示することを書面で約束した者は，た
とえ公職者の面前で保証していないとしても，やはり，その者を提示する
　　　　　　（161〉
ように強帝Uされる。
12§7　Dig．48，18，22と同じ。　§8　Dig．5，1，54と同じ。　§9
じ。後掲2，26，17を参照。　13A§1a　Dig．2，4，17と同じ。
（155）　Secke1－Kueblerでは1，12，5，Liebsでは1，22，5となっている。
（156）Secke1－Kueblerでは1，12，6，Liebsでは1，22，3となっている。
（157）Secke1－Kueblerでは1，12，7，Liebsでは1，22，6となっている。
（158）　Seckel－Kueblerでは1，12，8，Liebsでは1，22，7となっている。
（159）Seckel－Kueblerでは1，12，9，Liebsでは1，22，10となっている。
（160）　Seckel－Kueblerでは1，12，10，Liebsでは1，22，13となっている。
（161）　Liebsでは1，22，8となっている。
Dig．48，5，42と同
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1　ある者を提示することを訴訟で保証した者は，その者が死亡したとき
　　　　　　　　　　（162）には保証の危険から免れる。
1b〔公職者は〕，当事者双方が合意し，審判人もそれを認めたのであれ
ば，自分の面前で作成された書面をその日のうちに無効とするように命じ
ることができる。ただし，審理または訴訟が終了した場合は，この限りで
　（163）
はない。
1c有責判決を受けた者の罰金を，判決が下された後に増加させ，ある
いは減少させることについては，元首の裁可なしに決して決定されるべき
　　（1胆）
ではない。
1d後見人も保佐人ももたないために〔法廷で〕防御されない25歳未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（165）者に対しては，いかなる判決も下してはならない。
1e防御されない未成熟者と公務のために不在である者または25歳未満
　　　　　　　　　　（166）　　　　　　（167）者に対して最終的召喚命令は効力をもたない。
1f皇帝の面前で行われる審問に召喚された者は，開始されている訴訟
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（168）を放棄したとしても，出廷を拒否したとはみなされない。
19総財産が売却されるときには，〔奴隷である〕内縁の妻と〔奴隷であ
　　　　　　　　　（169）る〕私生子は除外される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（170）1h債権者である国家は，自筆証書をもつ債権者すべてに優先する。
§§1b－1d　Dig．42，1，45と同じ。　§§1e－1f　Dig．42，1，54と同じ。　§§19－1h　Dig．
42，5，38と同じ。
（162）　Liebsでは1，22，9となっている。
（163）　Liebsでは1，22，14となっている。
（164）　Liebsでは1，22，15となっている。
（165）　Liebsでは1，22，16となっている。
（166）最終的召喚命令（propositum　peremptorium）法廷への出廷を拒否した被告
　に対して発せられる公的な命令。
（167）　Liebsでは1，22，17となっている。
（168）　Liebsでは1，22，18となっている。
（169）　Liebsでは1，22，19となっている。
（170）Liebsでは1，22，20となっている。
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2　家子は，家父の命令によって〔奴隷を〕解放することはできるけれど
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（171）も，母の〔命令によって〕解放することはできない。
3　告示板を削ったり，砕いたり，取り外したり，変更したり，あるいは
他の内容の掲示をするために書き替えた者に対しては特別審理手続で罰が
　　（172）
科される。
IP都市参事会の告示板を削ったり，砕いたり，あるいは，いかなるもので
あれ他の種類の文書に不遜にも書き替えた者は，都市参事会の判断を待つこ
となく死刑に処せられる。
4　購入した物が引渡されもせず，握取行為で譲渡もされないならば，売
主に対して，引渡すか，握取行為で譲渡するように強制することがで
（173）
きる。
IPある者が代金を受け取って売却したが，留め置いた物の引渡しを遅らせ
たならば，〔売主は〕売却した物を，あらゆる仕方で引渡すように強制され
るべきである。
5　奴隷に逃亡をそそのかした者，盗をそそのかした者，奴隷の品行また
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（174）は身体を殿損した者は，奴隷をいっそう劣化させる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（175）6他人の未成熟で処女の奴隷を辱めた者は，アクィーリウス法によって
　　　　　　　　　　　　（176〉罰金を支払う責を負うことになる。
IPこれらの者は，アタィーリウス法によって同様の罰を科される。したが
って，品行または身体を殿損した者とともに，この種の不遜な者は他の同様
の奴隷で賠償する。
（171）　Liebsでは1，22，11となっている。
（172）　Liebsでは1，22，12となっている。
（173）　Liebsでは1，22，21となっている。
（174）Liebsでは「殿損された奴隷について（Deservocompto）」と題し，1，23，1と
なっている。
（175）アタィーリウス法（lex　Aquilia）前3世紀に制定された3章からなる法律。
第1章と第3章が他人の財産に対する不法損害を，第2章が不誠実な参加要約者
（adstipulator）の責任を規定する。
（176）　Liebsでは1，23，2となっている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（177）［13B相続財産またはそれ以外の物が請求される場合］
1　相続財産が請求される場合，対象となるのは，被相続人が死亡したと
きに残したもの，あるいは死亡の後，相続承認よりも前に相続財産をもと
　　　　　　　　　　（178）にして取得されたものである。
2　遺産占有者は，悪意で譲渡した物の対価をその利息とともに給付する
　　　　　　　　　　（179）ように強制されるべきである。
3　相続財産から譲渡された物の評価は，請求者の判断にもとづいて行わ
（180）
れる。
4　死者が争点決定しなかった相続財産請求権は，その相続人に移転し
（181）
ない。
　IP相続人が自分に帰属した相続財産請求権について黙して何もしない，す
　なわち訴訟を提起しなかったならば，その相続人は自分自身の相続財産請求
　権を斥けられる。
5　相続財産は，われわれに帰属している分，すなわち持分に応じて請求
されるべきである。そうでなければ，われわれはより多く請求する危険に
　　　　（1認）
陥り敗訴する。
6　相続財産を請求する者は，占有している者よりも，むしろ自分に，遺
言によって，あるいは無遺言で〔相続財産が〕帰属することを自ら証明し
　　　　　　（1器）
なければならない。
7　ある者が自分の権利に属すると考えている物を請求することはできる
13B§1　Cons．6，7と同じ。　§4　Cons6，5と同じ。　§5　Cons．5，5と同じ。　§
6　Cons．6，5aと同じ。　§7　Cons．6，6と同じ。
?（?????Liebsでは1，24となっている。
Liebsでは1，24，1となっている。
Liebsでは1，24，4となっている。
Liebsでは1，24，5となっている。
Liebsでは1，24，8となっている。
Liebsでは1，24，3となっている。
Liebsでは1，24，2となっている。
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けれども，その物が自分のものであることを証明する義務はその者自身に
　　　（1組）
負わされる。
8　相続財産から果実を取得すること，あるいは占有することを怠った遺
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（185〉産占有者は，その評価額の2倍額を給付するように強制される。
9　返還請求においては，勤勉で誠実な家父であれば，いかなる者でも取
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1騰〉得することができた果実を請求者に給付しなければならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（187）　　　　　　　　　　［14公道について］
1aある者が隣人の土地へ公道を引き直したならば，その土地に損害が
生じた範囲内で，引き直された道路にかんする訴権が隣人に付与されるこ
　　（188）
とになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（189）1　公道を掘り起こした者はその修復を自分で行うように強制される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1go）　　　　　　［15　四足動物が損害を与えた場合］
1　四足動物が損傷を与え，あるいは損害を与え，あるいは何かを食い尽
くしたならば，所有者に損害の評価額を負担させるか，あるいは四足動物
を委付させるために，所有者を相手どった訴権が付与される。このことは
　　　　　（191）　　　　　　　　　　　　　　　（192）ペソラニウス法によって犬についても定められている。
§§8－9　Appendix1，10111と同じ。　14§§1a－1　Dig。43，11，3と同じ。　15§§
1a－1b　Lex　Rom．Burg．13，2－3と同じ。
（184）　Liebsでは1，24，9となっている。
（185）　Liebsでは1，24，6となっている。
（186）　Liebsでは1，24，7となっている。
（187）Liebsでは1，25となっている。
（188）　Liebsでは1，25，1となっている。
（189）　Liebsでは1，25，2となっている。
（190）　Liebsでは1，26となっている。
（191）ペソラニウス法（lex　Pesolania）成立年代不詳。これが唯一史料に表れる箇
所。
（192）　Liebsでは1，26，1となっている。
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　1P他人の動物が誰かに損害を与えたり，誰かの作物に害を加えたりしたな
　らば，その所有者は損害の評価額を支払うか，あるいは動物そのものを引渡
　さなければならない。このことは犬についても同様に定められている。
1aある者が粗暴な犬を日中に街路または公道で繋いだ状態にしていな
かったならば，その犬が与えた損害はすべて所有者が支払わなければなら
（193）
ない。
1bある者が済癬に罹った駕馬または何らかの動物を飼育していて，そ
れらを俳徊するにまかせた結果，隣人の動物の群に迷い込んで同じ病気を
移したならば，それによって引き起こされた損害のすべては，同様に所有
　　　　　　　　（194）者によって賠償される。
2　法務官は人びとが往来する場所に猛獣を集めて繋いでおくことを禁じ
ている。そこで，あるいは猛獣そのものによって，あるいは猛獣のせい
で，ある者によって他の者に損害が加えられたならば，損害の大きさに応
じて特別審理手続における訴権が所有者または世話係を相手どって付与さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（195）れるが，そのために人が死亡したならば，とりわけそうである。
　IP法務官は猛獣そのものが誰かに損害を与えたり，いかなる場合であれ，
　その猛獣の恐ろしさのために誰かによって傷つけられることがないように，
　人びとが往来し，あるいは集まる場所で猛獣を繋いだり，あるいは濫に入れ
　ておくことを禁じている。こうしたことがなされたならば，主人がそれを指
　図していれば主人を相手どって，あるいは〔そうでないなら〕世話係を相手
　どって，その損害にかんする訴権，あるいは，いかなるものであれ，損傷に
　かんする訴権が都市参事会の判断を待つことなく認められる。
3　自ら刺激して猛獣またはそれ以外のすべての四足動物を自分の方に誘
き寄せて，それによって損害を受けた者には，その所有者を相手どって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（196）も，世話係を相手どっても，訴権は付与されない。
§4　Dig．47，11，11と同じ。
（193）Liebsでは1，26，2となっている。
（194）　Liebsでは1，26，3となっている。
（195）　Liebsでは1，26，4となっている。
（196）　Liebsでは1，26，5となっている。
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　IP猛獣であろうと，四足動物であろうと，それを何らかの方法で刺激して
　自分の方に駆り立てた者は誰であれ，その所有者にも世話係にも責任を負わ
　せることはできない。というのは，自分の落ち度で〔損害が〕生じたと考え
　られるからである。
4　ある者が蛇を恐れて損害を受けたならば，蛇を見世物にして持ち回っ
ている興行主を相手どって，損害の大きさに応じて，訴権が付与されるこ
　　（197）
とになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（198）　　　　　　　　　［16　境界確定にっいて］
　暴力によって境界標を破壊したり，取り除いたりした者に対しては特別
審理手続で罰が科せられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（199）　　　　　　　　　　［17役権について］
1　道路権，通行権，駄獣荷車通行権，導水権を2年間行使しなかった者
は，これを放棄したとみなされる。すなわち，行使しないことによって放
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（200）棄されたものを使用取得することはできなくなる。
　IP自分の土地へ行くために使用するのが慣例である道路権，他人の土地を
　通って自分の土地へ達するのが慣例である通行権，家畜を追うのが慣例であ
　る駄獣荷車通行権，あるいは導水権は2年間行使しなかったならば，消滅す
　ることはきわめて確実である。
2　汲水権または導水権は2年間放棄された場合は消滅し，2年間行使し
　　　　　　　（201）た場合は回復される。
　IP汲水権または導水権は，これを2年間行使しなければ消滅するが，再び
　2年間行使したならば，回復される。
16colL13，2と同じ。　17§3　Dig，8，3，9と同じ。
???????Liebsでは1，26，6となっている。
Liebsでは1，27となっている。
Liebsでは1，28となっている。
Liebsでは1，28，1となっている。
Liebsでは1，28，2となっている。
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3　導水権または汲水権は，水源または泉からでなければ，これを設定す
ることはできない。けれども，今日では，いかなる所からであれ，設定さ
　　　　　　　（202）れるの力噸例である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（203）　　　　　　　　　［18　家産分割について］
1　家産分割のための仲裁人は1度しか選任できない。そのため，家産分
割訴訟で分割されなかった物については，共有物分割のための申請を受け
　　　　　　　（204）た仲裁人が分割する。
IP兄弟の間で共有物を分割するように意思が変更されるならば，物の分割
のために仲裁人は1度だけ選任され，共有されている物を，衡平を考慮した
上で，兄弟間に分配する。審判人によって選任された仲裁人が何かを分割せ
ずにいたならば，合意によって，その後で分割を仲裁する者が選出される。
2　審判人は相続財産に含まれている物を把握していなくてはならない。
そして，分割が行われるとき，審判人は1度にすべての物について判断を
（205）
下す。
3　ある者が共有物から取得した物を，それ自体またはその評価額を提示
して共同相続人の間で分割できるようにすることは，家産分割のための審
　　　　　　（206）
判人の役割である。
4　家産分割のための審判人は，少数の共同相続人にではなく，すべての
共同相続人に付与されるべきである。そうでなければ，その付与は無益で
（207）
ある。
5　組合員に帰属しているすべての物は，共有物分割訴訟で組合員間に分
18　§§2－5　Appendix1，12－15と同じ。
（202）
（203）
（204）
（205）
（206）
（207）
Liebsでは1，28，3となっている。
Liebsでは1，29となっている。
Liebsでは1，29，4となっている。
Liebsでは1，29，1となっている。
Liebsでは1，29，2となっている。
Liebsでは1，29，3となっている。
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　　（208）
割される。
［19　いかなる場合に否認によって訴権が2倍額と
　　　（鵬）
なるのか］
1　ある種の訴権は，被告が否認すれば2倍額となる。例えば，判決債
務，弁済費，債権遺贈された物，アクィーリウス法上の不法損害にかんす
る訴権である。［売主によって買主が騙された土地の面積にかんする訴権
　　　　　　　　（210）についても同様である］。
　IP債権者が請求をしたのに債務者が否認したならば，2倍額の支払いによ
　る賠償がなされる。すなわち判決債務の場合である。債権遺贈された物にか
　んする訴権，すなわち遺贈の名目で誰かに与えるように相続人に命じられた
　物が請求されたのに〔相続人が〕否認した場合，あるいは不法侵害によって
　誰かに損害が生じたのにある者が賠償しようとしない場合の訴権，あるいは
　書面で判断したのよりも狭いことが明らかとなって，売主によって買主が騙
　されたときの土地の面積にかんする訴権，ここで述べたすべての訴権はアク
　ィーリウス法によって2倍額となる。
2　否認によって2倍額となる法的関係の場合，無方式の約束で終結させ
　　　　　　（211）
ることはできない。
　IP被告の否認によって2倍額となる法的関係は無方式の約束で消滅させる
　ことはできない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2王2）　　　　　　　［20信命人と誓約人について］
信命人は各人が全額について責を負わされているとはいえ，支払い能力
19§1　Gai．2，282；3，12714，9を参照。括弧内の文言が真正なものではないことを
Rudorff（‘Zeitschrift　f．gesch．Rechtswiss．7tom．15，p．117sqq．）が証明した。
（208）Liebsでは「30共有物分割について（De　communi　dividundo）」となってい
　る。
（209）Liebsでは1，31となっている。
（210）Liebsでは1，31，1となっていて，括弧が付いていない。
（211）　Liebsでは1，31，2となっている。
（212）　Liebsでは1，32となっている。
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があるならば，債務は法務官告示によって信命人の問で分割される。
　IP複数の信命人がいるならば，たとえこれらの信命人が保証したものを支
　払う能力があると判断され，各人が全額について責を負うことができるとし
　ても，各人が負担している割合に応じて支払うように信命人の間で債務の返
　済が分割されるべきである。
　　　　　　　　　　　　　　（213）　　　　　　　　　　　　　［20A］
　計量をごまかした投機商は，一般市民に穀物が配給されるように，違法
行為の大きさに応じて特別審理手続で処罰されることになっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（214）　　　　　　　　［21墓と服喪について1
1　河川の増水または崩落のおそれのために，すでに永遠の埋葬に付され
た遺体は，厳粛に犠牲を捧げれば，これを夜間に他の場所へ移すことがで
（215）
きる。
2　都市の聖域が犯されることがないように遺体を都市にもち込むことは
許されない。そして，これに反することをした者は特別審理手続で罰せら
（216）
れる。
3　都市の壁の内側で遺体を埋葬することはできないし，また火葬にする
　　　　　（217）こともできない。
4　永遠の埋葬に付された遺体，または一時的にある場所に保管されてい
る遺体を暴いて陽光のもとに晒した者は罪を犯したことになる。そして，
それゆえ，その者が上層民であれば遠島刑に処せられ，下層民であれば鉱
20A　Dig．48，19，37と同じ。　21　§§3－13　ブザンソン写本からCuiacius，Obesem．，
21，13が補充した。
（213）Liebsでは「1　属州長官の職務にっいて（De　officio　praesidis）」となって
　いる。
（214）　Liebsでは1，33となっている。
（215）　Liebsでは1，33，1となっている。
（216）Liebsでは1，33，2となっている。
（217）　Liebsでは1，33，3となっている。
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　　　　　　　　　　　　　　（218）山労働に服させられるのが慣例である。
5　墓所を侵害した者または墓から何かをもち去った者は，その身分に応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（119）じて，あるいは鉱山労働に服させられ，あるいは島に追放される。
6　他人の墓をこじ開け，あるいは開いて，そこに自分が埋葬する義務の
ある死体，あるいはそうではない死体を埋葬した者は墓所を侵害したとみ
　　（220）
なされる。
7　土地が売却されても，宗教的な場所は買主のものとならず，〔買主は〕
　　　　　　　　　　　　　　　　（221）その場所に死体を埋葬する権利をもたない。
8　死者を記念するための建造物に刻まれた銘文を削ったり，彫像を破壊
したり，建造物の一部を引き剥がしたり，墓石や支柱をもち去った者は墓
　　　　　　　　　　（222）
所を侵害したとみなされる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（223）9　遺体がすでに収められている石棺または埋葬された土地に，別の遺体
を埋葬することはできない。したがって，埋葬した者を墓所侵害の罪で訴
　　　　　　（224）
えることができる。
10他人が埋葬すべき死体を埋葬した者は，その葬式のために何らかの支
出をしたならば，その費用を相続人または父または主人から取り戻すこと
　　（225）
ができる。
11夫は妻の葬式のために支出した費用を嫁資から留保することがで
（2ゐ）
きる。
12死者を記念するための建造物の隣にも，またその上にも住む権利はな
い。なぜなら，世俗的に使用する目的で境を接するならば，罪が犯される
（218）
（219）
（220）
（221）
（222）
（223）
（224）
（羽5）
（226）
Liebsでは1，33，5となっている。
Liebsでは1，33，6となっている。
Liebsでは1，33，7となっている。
Liebsでは1，33，8となっている。
Hebsでは1，33，9となっている。
Secke1－KueblerとLiebsでは土地（solum）が棺（solium）になっている。
Liebsでは1，33，10となっている。
Liebsでは1，33，11となっている。
Liebsでは1，33，12となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　パウルス『意見集』（1）　　179
からである。これに反することをした者は，その者の身分に応じて，ある
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（227）いは公の労務によって，あるいは追放によって処罰される。
13〔死亡したのが〕尊属または卑属の場合，6歳以上であれば1年，6
歳未満であれば1カ月が服喪期間とされる。〔死亡したのが〕夫であれば
10カ月，最も近い親等の血族であれば8カ月が服喪期間とされる。これに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（228）反することをした者は破廉恥な者とみなされる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2鴉）14喪に服する者は宴会，飾り，紫衣，白衣を控えなければならない。
15　葬式のために支出された費用はすべて最初に死者の財産から支払わ
（2諮）
れる。
　IP死者の埋葬のために支出された費用はすべて他の債権者よりも先に死者
　の財産から支払われるべきである。
16処刑された者の遺体は，いかなる者であれ埋葬のために請求する者に
　　　　　　　　（231）
付与されるべきである。
§§16Dig．48，24，3と同じ。
（227）Liebsでは1，33，13となっている。
（228）Liebsでは1，33，14となっている。
（229）Liebsでは1，33，15となっている。
（230）Liebsでは1，33，16となっている。
（231）Liebsでは1，33，4となっている。
